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令和８年９月 

千葉県富津市 

 

この「中期収支見込み」は、令和７年 12 月に策定した 

 

富津市中期財政計画 

 

【経営改革５か年計画】(令和８年度～令和 12 年度) 

 

の「第５章 財政見通し」について、毎年度、見直しを 

行うために作成したものです。 
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財 政 見 通 し （ 令 和 ９ 年 度 ～ 令 和 13 年 度 ）  

１  推 計 方 法  

[ 歳 入 ] 

項 目 推  計  方  法 

1 市税 

●個人市民税 令和８年度決算見込額を基礎として、人口減少や 

所得の伸び等を加味し算出 

●法人市民税 令和８年度決算見込額を基礎として算出 

●固定資産税 地価の下落率、家屋の新増築・滅失及び経年減価率、

償却資産の設備投資の動向・減価率等を見込み算出 

●その他   決算推移等を考慮し算出 

2～11 
地方譲与税 

各種交付金 

令和８年度決算見込額を基礎として算出 

地方消費税交付金は、国勢調査に伴う人口減少を加味し算出 

12 地方交付税 

●普通交付税  

[基準財政収入額] 市税、譲与税、交付金等の見込額を基礎とし

て算出 

[基準財政需要額] 令和８年度の基準財政需要額を基礎として、

経費区分ごとの推移、国勢調査に伴う人口 

減少等を加味し算出 

●特別交付税 令和８年度決算見込額を基礎として算出 

13 
交通安全対策 

特別交付金 
令和８年度決算見込額を基礎として算出 

14 
分担金及び 

負担金 

令和８年度決算見込額を基礎として算出 

普通建設事業費等の特定財源として計上 

15 
使用料及び 

手数料 
令和８年度決算見込額を基礎として算出 

16 国庫支出金 扶助費、物件費、普通建設事業費等の特定財源として計上 

17 県支出金 扶助費、物件費、普通建設事業費等の特定財源として計上 

18 財産収入 令和８年度決算見込額を基礎として算出 

19 寄附金 ふるさとふっつ応援寄附金 250 百万円を計上 

20 繰入金 
公共施設等マネジメント基金、環境センター整備基金、森林環境

基金等の繰入金を計上 

21 繰越金 前年度の収支額を計上 

22 諸収入 令和８年度決算見込額を基礎として算出 

23 市債 

普通建設事業費等の特定財源、上水道事業の統合広域化に係る 

出資債等を計上 

臨時財政対策債は、計上していない。 
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[ 歳 出 ] 

項 目 推  計  方  法 

1 人件費 
令和８年度決算見込額を基礎として、定年延長制度や職員定員

適正化計画に基づき算出 

2 扶助費 
令和８年度決算見込額を基礎として、社会保障費等の増加を 

踏まえ、各年度 3.1％の伸び率により算出 

3 公債費 
令和７年度までの借入確定額に、令和８年度以降の普通建設 

事業費等に係る借入予定額を加味し算出 

4 物件費 

令和８年度決算見込額を基礎として、ふるさとふっつ応援寄附

関係費、道の駅整備検討事業、選挙費、広域廃棄物処理事業、ＩＣ

Ｔ教育推進事業、各種計画策定事業等を加味し算出 

普通建設事業関連分として、施設の解体や計画策定等、公共  

施設の統廃合及び長寿命化に係る事業費を計上 

5 維持補修費 令和８年度決算見込額を基礎として算出 

6 補助費等 

令和８年度決算見込額を基礎として、ふるさとふっつ応援寄附

関係費、君津中央病院企業団負担金、かずさ水道広域連合企業団

営業助成補助金、君津富津広域下水道組合負担金等を加味し算出 

7 繰出金 

国保・後期・介護特別会計について、令和８年度決算見込額を

基礎として、人件費、事務費、給付費、保険基盤安定、地域支援 

事業費等の繰出金を算出 

8 積立金 
公共施設等マネジメント基金、道の駅整備基金、環境センター

整備基金、森林環境基金等の積立金を計上 

9 
投資及び 

出資金 

かずさ水道広域連合企業団出資金、君津富津広域下水道組合 

出資金を計上 

10 貸付金 
保育士養成修学資金貸付金、中小企業融資貸付金、育英資金  

貸付金を計上 

11 
普通建設 

事業費 
今後予定している普通建設事業費を計上 

12 
災害復旧 

事業費 

不確定要素であることから、令和８年度当初予算額２百万円を

各年度に計上 

13 予備費 
年度途中における不測の事態により、予算外または予算超過の

支出に充てるため、各年度の決算見込額として 30 百万円を計上 
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２  中 期 収 支 見 込 み
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３  普 通 建 設 事 業 等 の 計 上 事 業  
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４  財 政 規 律 指 標 の 推 移  

（ １ ） 財 政 調 整 基 金 残 高  

令和12年度末で24.0億円であり、目標額の24億円以上を達成する見込み

です。 

 

 
 

（ ２ ） 地 方 債 残 高  

令和12年度末で212.7億円であり、大規模な普通建設事業の財源として、

多額の市債を借り入れることから、目標額の200億円を上回る見込みです。 

市債の借入抑制を継続的に行うことなどにより、目標額の達成に努めます。 
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参 考 （ 令 和 ３ 年 度 ～ 令 和 ７ 年 度 ）  

 

１  健 全 化 判 断 比 率 等 の 推 移  

（ １ ） 実 質 公 債 費 比 率  

借入金の実質的な年間返済額が、市の年間の収入に対して、どの程度か

を示す指標 

 

 R3 R4 R5 R6 R7 

富津市 8.2％ 7.9％ 7.7％ 7.6％ 7.3％ 

県内市平均 5.7％ 5.8％ 6.0％ 6.2％ 6.1％ 

 

 

（ ２ ） 将 来 負 担 比 率  

将来的に支払うべき負担見込額が、市の年間の収入に対して、どの程

度かを示す指標 

 

 R3 R4 R5 R6 R7 

富津市 46.2％ 46.6％ 45.0％ 52.6％ 52.7％ 

県内市平均 28.2％ 23.6％ 24.2％ 26.6％ 26.8％ 

 

 

（ ３ ） 経 常 収 支 比 率  

経常的な支出に対し、税や交付税などの経常的な一般財源がどの程度

費やされているかをみることにより、財政構造の弾力性を判断するため

の指標 

 

 R3 R4 R5 R6 R7 

富津市 85.8％ 91.1％ 93.6％ 92.3％ 94.9％ 

県内市平均 88.8％ 92.4％ 93.5％ 94.1％ 93.6％ 
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２  財 政 調 整 基 金 残 高 の 推 移  

（単位：百万円）  

種 別 R3 R4 R5 R6 R7 

財政調整基金 2,505 2,684 2,837 2,662 2,638 

その他特定目的基金 1,197 1,574 1,606 1,747 1,794 

合 計 3,702 4,258 4,443 4,409 4,432 

 

財政調整基金残高比率 R3 R4 R5 R6 R7 

富津市 20.5％ 22.6％ 23.7％ 21.8％ 21.2％ 

県内市平均 16.3％ 17.9％ 17.0％ 15.5％ 13.9％ 

※  財政調整基金残高比率（％）＝財政調整基金残高／標準財政規模 

（単位：万円）  

人口１人あたり 

財政調整基金残高  
R3 R4 R5 R6 R7 

富津市 5.9 6.4 6.9 6.6 6.7 

県内市平均 3.6 3.9 3.8 3.6 3.4 

※  各年度、１月１日現在の住民基本台帳人口で算出 

 

３  地 方 債 残 高 の 推 移  

（単位：百万円）  

種 別 R3 R4 R5 R6 R7 

臨時財政対策債以外 7,912 8,351 8,776 10,336 10,915 

臨時財政対策債 7,630 7,234 6,695 6,116 5,486 

合 計 15,542 15,585 15,471 16,452 16,401 

 

地方債残高比率 R3 R4 R5 R6 R7 

富津市 127.1％ 131.0％ 129.3％ 134.9％ 132.1％ 

県内市平均 151.7％ 150.5％ 144.4％ 139.2％ 134.3％ 

※  地方債残高比率（％）＝地方債残高／標準財政規模 

（単位：万円）  

人口１人あたり 

地方債残高  
R3 R4 R5 R6 R7 

富津市 36.4 37.3 37.6 40.7 41.3 

県内市平均 33.5 33.1 32.4 32.2 32.4 

※  各年度、１月１日現在の住民基本台帳人口で算出 
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今 後 の 取 組 に つ い て  

 

中期収支見込みの作成に当たっては、市税収入の大幅な減少に加え、高齢化の

進展等による社会保障費の増加、老朽化した公共施設・インフラの更新などに 

多額の財政需要が継続して見込まれる中、本市の将来を見据え、着実に実施する

必要のある事業を選択したところです。 

また、昨年度策定した中期財政計画【経営改革５か年計画】（令和８～12 年度）

における財政規律指標の目標額を念頭に、計画的な財源の確保や財政負担の  

平準化を図り、弾力的な財政運営を行えるように努めました。 

 

財政規律指標として設定している財政調整基金は、令和 12 年度末残高の   

目標額 24 億円以上を達成する見込みであり、激甚化・頻発化している自然災害

などの不測の事態への対応や、年度間の財源調整などに備えるため、引き続き、

一定水準の基金残高を確保していきます。 

 

一方、地方債は、令和 12 年度末残高の目標額を 200 億円以下と設定しました

が、先延ばしにすることのできない喫緊の課題である青堀小学校や環境センター

の建設工事費などについて、労務単価や資材単価、エネルギー価格の上昇などの

複合的な要因により、想定を超える増額となっていることから、その財源とする

市債が大幅に増加したことに加え、市民の安全安心に直結する防災行政無線の 

再整備などの新たな財政需要により、目標額を上回る見込みとなりました。 

このため、市債の借り入れに当たっては、地方交付税措置のある地方債の活用

により、将来の実質的な財政負担を軽減するとともに、特定目的基金への積み 

立てによる計画的な財源確保、また、当該年度の決算見込みの状況を勘案した 

借入抑制を継続的に行うことなどにより、目標額の達成に努めていきます。 

 

今後も、富津市健全な財政運営に関する条例や中期財政計画【経営改革５か年

計画】に基づき、将来にわたる持続可能な行政経営の実現に向け、近年大きく  

変化している社会経済情勢を注視しながら、毎年度更新する中期収支見込みを 

踏まえたうえで、適時的確に事業実施などの判断を行い、規律ある健全な財政 

運営に努めます。 

 


